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【新型コロナウイルスの感染拡大に伴う令和 2 年度の取り扱いについて】 

新型コロナウイルス感染拡大の影響から、厚生労働省からの通知を受け、時限的に「千葉県特定不妊治

療費助成」について助成対象者、通算助成回数について適用年齢が緩和されます。 

市川市に申請される方についても、千葉県と同様に取り扱いいたします。 

 

【助成対象者】  

  以下（1）～（3）のすべてに該当する方は助成対象となります。 

  （1）令和 2 年 3 月 31 日時点で妻の年齢が 42 歳である夫婦 

  （2）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため 特定不妊治療を延期した方 

  （3）令和 2 年 4 月 1 日以降に治療を開始し、令和 3 年 3 月 31 日までに治療が終了した方   

   

【通算助成回数】  

  以下（1）～（4）のすべてに該当する方は通算 6 回まで助成対象となります。 

  （1）初めて助成を受ける方 

  （2）令和 2 年 3 月 31 日時点で妻の年齢が 39 歳の夫婦 

  （3）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図るため特定不妊治療を延期した方 

  （4）令和 2 年 4 月 1 日以降に治療を開始し、令和 3 年 3 月 31 日までに治療が終了した方  

 

※上記を満たした方であっても、その他の要件（居住要件）を満たしていない場合や、既に所定の回数の

助成を受けている方は助成を受けられない場合がありますのでご了承ください。 

 

 

【申請期限】  

ア：千葉県特定不妊治療費助成事業の交付決定を受けている方（千葉県上乗せ助成） 

（１） 千葉県の助成決定日が 

令和 2 年 4 月 1 日から令和３年 1 月 31 日までの場合、令和３年 3 月 31 日まで 

 

（２） 千葉県の助成決定日が 

令和３年２月 1 日から令和３年 3 月３１日の場合、令和３年５月３１日まで 

 

※千葉県の助成決定日が令和３年４月 1 日以降の場合、令和３年度の申請となります。 

 

イ：千葉県特定不妊治療費助成事業が所得要件で非該当の方（市単独助成） 

（１） 助成申請する治療が終了した日が 

令和２年 4 月 1 日から令和３年１月 31 日までの場合、令和３年 3 月３１日まで 

2020 年度（令和２年度） 

市川市 特定不妊治療費助成事業のご案内 
特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けられた夫婦に対して、治療に要した費用の一部を助成します。 
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（２） 助成申請する治療が終了した日が 

令和３年２月１日から令和３年 3 月３１日の場合、令和３年５月３１日まで。 

 

※治療が終了した日が令和３年４月１日以降の場合、令和３年度の申請となります。 

 

【助成対象者】 

次のすべての要件を満たしている方が対象となります。 

（１） 平成 31 年 4 月 1 日以降に治療の開始日があり、 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの特定不妊治療を終了していること。 

（２）特定不妊治療開始日から申請日まで法律上の婚姻をしている夫婦であること。 

（３）特定不妊治療以外の治療法によっては、妊娠の見込みがないか、または極めて少ないと医師に診断

されたこと。 

（４）指定医療機関において特定不妊治療を受けたこと。 

   指定医療機関については厚生労働省のホームページをご覧ください。 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000047346.html 

（５）本人及び配偶者が、申請日において、住民基本台帳法に基づく市川市の住民基本台帳に継続して 

1 年以上記載されていること。 

    ※ただし、夫婦の一方について単身赴任等の特別の事情がある場合は、夫婦の一方でも可能です。 

（６）申請日において特定不妊治療を行った本人及び配偶者の市川市税の滞納がないこと。 

（７）特定不妊治療の開始日において妻の年齢が 43 歳未満であること。 

（８）過去に他の市区町村から通算して下記の回数分、特定不妊治療費の助成を受けていないこと。 

      初回治療開始日 妻 40 歳未満 6 回  

初回治療開始日 妻 40 歳以上 3 回 

（９）市川市以外の市区町村に住民登録がある配偶者が、他の都道府県・市区町村において当該治療に 

ついて特定不妊治療費助成を受けていないこと。 

（１０） ア：千葉県特定不妊治療費助成事業の交付決定を受けていること、 または、 

イ：千葉県特定不妊治療費助成事業が所得要件で非該当であること 

※千葉県特定不妊治療費助成事業の対象要件として、前年（1 月～5 月の申請にあたっては 

前々年）の夫婦の合計所得 730 万未満が要件となっています。 

※千葉県の助成対象となる方は、千葉県への申請を先に行ってください。             

※千葉県の要件と市川市の要件は異なりますので、千葉県の助成を受けた方でも市川市の助成 

 対象とならないことがあります。 
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【助成内容】 

ア：千葉県特定不妊治療費助成事業の交付決定を受けている方（千葉県上乗せ助成） 

（１）男性不妊治療分以外（区分 A～F） 

特定不妊治療に要した治療費から、千葉県特定不妊治療費助成事業による助成額を引いた残りの自

己負担額のうち、1 回の治療につき 75,000 円を上限に助成します。ただし、治療区分 C，F に

ついては、助成額の上限は 37,500 円となります。 

（２）男性不妊治療分（区分 G） 

男性不妊治療に要した治療費から、千葉県特定不妊治療費助成事業による助成額を引いた残りの自

己負担額のうち、1 回の治療につき 75,000 円を上限に助成します。 

イ：千葉県特定不妊治療費助成事業が所得要件で非該当の方（市単独助成） 

（１）男性不妊治療分以外（区分 A～F） 

特定不妊治療に要した治療費から、1 回の治療につき 75,000 円を上限に助成します。  

ただし、治療区分 C、F については、助成額の上限は 37,500 円となります。 

（２）男性不妊治療分（区分 G） 

男性不妊治療に要した治療費から、1 回の治療につき 75,000 円を上限に助成します。 

【初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢】 

（１）40 歳未満：43 歳になるまで通算 6 回まで。 

（２）40 歳以上 43 歳未満：43 歳になるまで通算 3 回まで。 

（３）43 歳以上：助成なし。 

※過去に他の市区町村から同趣旨の助成を受けた場合も、通算助成回数に含めます。 

【助成区分】 

区分 治療内容 限度額 

A 新鮮胚移植 ７５,０００円 

Ｂ 凍結胚移植 ７５,０００円 

Ｃ 過去に凍結した胚を解凍して行う胚移植 ３７,５００円 

Ｄ 妻が体調不良になったこと等を理由に胚の移植

の目途が立たず特定不妊治療を終了した場合 

７５,０００円 

Ｅ 受精できず、又は胚の分割停止、変性、多精子授

精等の異常授精等により特定不妊治療を中止し

た場合 

７５,０００円 

Ｆ 採卵したが卵が得られない、又は状態のよい卵が

得られないために特定不妊治療を中止した場合 

３７,５００円 

G 

（男性不妊） 

夫が精子を精巣又は精巣上体から採取するため

の手術を受けた場合 

７５,０００円 

備考 

１ この表において「凍結胚移植」とは、当初からの治療方針に基づき、採卵し、受精させた胚を凍結し、

母体の状態を整えるために１周期から３周期までの範囲で間隔を空けた後に当該胚の移植を行うこ

とです。 

２ この表において「夫が精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術」とは、精巣内精子回収法、

精巣上体精子吸引法、精巣内精子吸引法又は経皮的精巣上体精子吸引法による手術のことです。 
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【申請方法】  

ア：千葉県特定不妊治療費助成事業の交付決定を受けている方（千葉県上乗せ助成） 

「千葉県特定不妊治療費助成事業」の交付決定後に、市川市保健センターへ必要書類を提出してくだ

さい。 

※千葉県の要件と市川市の要件は異なりますので、千葉県の助成を受けた方でも市川市の助成 

 対象とならないことがあります。 

 

【申請に必要な書類等】市川市様式は、市川市のホームページでダウンロードできます。 

（１）市川市特定不妊治療費助成金支給申請書（第 1 号様式） 

※申請者は、ご夫婦どちらでもかまいません。但し、申請者と口座名義人が異なる場合のみ委任状

が必要となります。  

※「千葉県特定不妊治療費助成承認決定通知書」の枚数分必要になります。 

（２）「千葉県特定不妊治療費助成承認決定通知書」のコピー ※千葉県から送付されたもの。 

（３）「特定不妊治療受診等証明書」のコピー 

※千葉県へ提出したもの。 

※千葉県へ申請する前に、あらかじめコピーをとり保管しておいてください。 

  

（４）特定不妊治療費助成支給申請に係る領収証原本 

※千葉県に提出した（３）「特定不妊治療受診等証明書」に記載された領収金額に相当するすべて 

 の領収証の原本 

※診療明細書がある場合は併せて提出してください。 

※領収金額を確認後、複写した上で原本を返却します。 

 

（５）過去に他の市区町村から同様の助成を受けている場合は、その決定通知書のコピー 

※助成を受けた回数分の決定通知書（コピー）が必要です。 

 

（６）住民票の写し（世帯全員）（原本） 

  ※発行日から 3 か月以内（婚姻関係が確認できるもの）住所、生年月日、続柄、筆頭者記載、 

マイナンバーないもの  夫婦別世帯の方はそれぞれ提出 

（７）戸籍謄本（原本） 

※発行日から 3 か月以内 戸籍謄本（全部事項証明） 

（８）完納証明書（原本） 

※前年度の市川市税の滞納がないとわかるもの。夫婦それぞれの証明書 

 

※（6）～（8）の書類について 

市川市特定不妊治療費助成金支給申請書（第 1 号様式）の「添付書類省略のための同意書につい

て」の同意をもって提出を省略することができます。 

ただし、市川市の公簿で確認が取れない場合は、改めて該当する書類の提出が必要となります。 

（９）申請者名義の通帳のコピー 

※口座番号、支店名、口座名義人、銀行名が記載されているもの 

※申請者と振込口座が同一名義のもの（2 回目以降で同一口座は不要。） 
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（10）印鑑 

※朱肉が使えるもの。 

（11）委任状 

※申請者と口座名義人が異なる場合のみ必要となります。 

                                                                                                                                                                                                       

 

イ：千葉県特定不妊治療費助成事業が所得要件で非該当の方（市単独助成） 

【申請に必要な書類等】市川市様式は、市川市のホームページでダウンロードできます。 

（１）市川市特定不妊治療費助成金支給申請書（第 1 号様式） 

※申請者は、ご夫婦どちらでもかまいません。但し、申請者と口座名義人が異なる場合のみ委任状

が必要となります。  

（２）市川市特定不妊治療受診等証明書（第 2 号様式）（原本） 

※指定医療機関において作成して下さい。 

 

（３）特定不妊治療費に係る領収証（原本） 

※（２）「特定不妊治療受診等証明書」に記載された領収金額に相当するすべての領収証の原本。 

※診療明細書がある場合は併せて提出してください。 

※領収金額を確認後、複写した上で原本を返却します。 

（４）過去に他の市区町村から同様の助成を受けている場合は、その決定通知書のコピー 

※助成を受けた回数分の決定通知書（コピー）が必要です。 

（５）住民票の写し（世帯全員）（原本） 

※ 発行日から 3 か月以内（婚姻関係が確認できるもの）住所、生年月日、続柄、筆頭者記載、 

マイナンバーないもの  夫婦別世帯の方はそれぞれ提出 

（６）戸籍謄本（原本） 

※発行日から 3 か月以内 戸籍謄本（全部事項証明） 

 

（７）完納証明書（原本） 

※前年度の市川市税の滞納がないとわかるもの。夫婦それぞれの証明書 

 

（８）課税証明書（原本）又は非課税証明書 

 ※夫婦それぞれの課税証明書又は非課税証明書 

課税又は非課税の証明できるもの（所得金額・所得控除額記載） 

       申請日 4、5 月申請     前年度のもの（前々年の所得対象） 

    申請日 6 月～翌年 3 月   当年度のもの（前年の所得対象） 

※（５）～（8）の書類について 

市川市特定不妊治療費助成金支給申請書（第 1 号様式）の「添付書類省略のための同意書につい

て」の同意をもって提出を省略することができます。 

ただし、市川市の公簿で確認が取れない場合は、改めて該当する書類の提出が必要となります。 

（9）申請者名義の通帳のコピー 

※口座番号、支店名、口座名義人、銀行名が記載されているもの 

※申請者と振込口座が同一名義のもの（2 回目以降で同一口座は不要。） 
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（10）印鑑 

※朱肉が使えるもの。 

 

（11）委任状 

※申請者と口座名義人が異なる場合のみ必要となります。 

 

【その他注意事項】 

※特定不妊治療に直接かかわらない費用は助成の対象外となります。 

入院費（差額ベット代）、食事代、文書料、凍結された精子、卵子又は受精胚の保管料 

   ※（市川市）特定不妊治療受診等証明書の領収金額以外は助成の対象外となります。 

   ※（市川市）特定不妊治療受診等証明書の領収金額に記入があっても、領収証がない場合は、 

    助成の対象外となります。 

※治療が終了した日とは、妊娠の確認の日（妊娠の有無は問いません。又は医師の判断によりやむ

を得ず治療を終了した日を指します。） 

※特定不妊治療費受診等証明書は作成に時間がかかることがありますので、できる限り早めに指定

医療機関に作成を依頼することをお勧めします。 

※郵送での申請受付は行っておりません。 

※千葉県特定不妊治療費助成事業が所得要件で非該当の方（市単独助成）が審査の過程で、千葉県

の助成事業の対象となることが判明した場合には、千葉県の手続きを先にご案内します。（市川

市の申請書類は一度返却します。） 

 

【千葉県特定不妊治療費助成事業】 

   ※市川市へ申請される前に、必ず千葉県の助成内容を確認してください。 

    千葉県の要件と市川市の要件は異なりますので、千葉県の助成を受けた方でも市川市の助成対象

とならないことがあります。 

    千葉県のホームページ https://www.pref.chiba.lg.jp/jika/boshi/funinchiryou/ 

 

【申請場所・問合せ先】  

市川市保健センター 健康支援課 

市川市南八幡 4 丁目 18 番 8 号 市川市保健センター 2 階 

℡ 047-377-4511（代表） 

月～金（祝日及び 12 月 29 日～1 月 3 日を除く） 8：45～17：15 


